
九州森林管理局における主伐・再造林の取組

2024年11月12日

九州森林管理局

特に効率的な施業を推進する森林と面的複層伐
協定による特定苗木の確保に向けて



特に効率的な施業を推進する森林

〇 令和５年12月に国有林野の管理経営に関する基本計画を策定

その中で主伐・再造林の取組にあたっては・・・

水源涵養タイプに区分された人工林のうち、
自然条件や社会的条件から持続的な林業生産活動に適したものを
「特に効率的な施業を推進する森林」（以降「特効森林」と称す）
として設定・公表し、当該森林を活用して主伐・再造林等の主に林業に関する

                  取組を民有林関係者にわかりやすい形で効果的に進める。
と明記。

場所が良い（林業に適した土地）森林

・土壌が肥沃で木が育ちやすい
・傾斜が緩い
・林道からの距離が近い

特に効率的な施業を推進する森林のイメージ
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特に効率的な施業を推進する森林と面的複層伐

森林管理署等 流域
流域毎の特効

森林面積

署等毎の特効

森林面積 (A)

福岡森林管理署

遠賀川 1,235

2,694福岡 673

筑後・矢部川 786

佐賀森林管理署
佐賀東部 1,822

3,103
佐賀西部 1,281

長崎森林管理署

長崎北部 1,040

4,872
長崎南部 2,890

五島壱岐 581

対馬 361

熊本森林管理署

白川・菊池川 3,769

7,141緑川 3,147

天草 225

熊本南部森林管理署 球磨川 7,687 7,687

大分西部森林管理署
大分北部 814

3,625
大分西部 2,811

大分森林管理署
大分中部 2,458

2,933
大分南部 475

宮崎北部森林管理署
五ヶ瀬川 998

1,383
耳川 385

西都児湯森林管理署 一ツ瀬川 1,903 1,903

宮崎森林管理署 大淀川 7,834 7,834

都城支署 大淀川 12,745 12,745

宮崎南部森林管理署 広渡川 6,380 6,380

北薩森林管理署 北薩 11,797 11,797

鹿児島森林管理署

姶良 4,869

7,386南薩 2,517

奄美大島 0

大隅森林管理署 大隅 9,421 9,421

屋久島森林管理署 熊毛 2,853 2,853

沖縄森林管理署

沖縄北部 0

0沖縄中南部 0

宮古八重山 0

（参考）森林管理署等毎・流域毎の特効森林の面積（単位：ha）（R6.10.1現在）

流域毎水源涵養タイプ

人工林面積

署等毎の水源涵養タイ

プ人工林面積(B)

4,695

8,9641,991

2,278

5,276
7,620

2,344

1,149

9,256
4,934

1,489

1,684

4,775

11,8706,795

300

17,270 17,270

2,949
6,157

3,208

5,606
13,099

7,493

6,088
10,853

4,765

13,241 13,241

24,496 24,496

20,982 20,982

18,366 18,366

19,004 19,004

6,234

10,7494,511
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21,086 21,086

7,841 7,841

100

4860

386 2

割合％
（A/B）

30%

41%

53%

60%

45%

59%

22%

13%

14%

32%

61%

35%

62%

69%

45%

36%

-

計 93,755 計 221,340 42％（四捨五入により計は一致しない）



面的複層伐の実施
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■九州国有林の人工林の齢級構成

（注）齢級は5年を一括りとした表現で、1齢級は1～5年生、2齢級は6～10年
生の林分を表します。

（齢級）出典:森林資源の現況(令和4（2022）年3月31日現在)

(面積:ha)

10齢級以上の
人工林が約7割

〇 九州・沖縄では、10齢級以上の人工林が約７割。人工林の齢級を平準化し、未来に向けて安定的に木材を供給し
ていく必要がある。

〇 林齢の違う樹木で構成される複層林へ誘導するため、面的（2.5ha以下）に伐採する面的複層伐を実施していく。

■育成複層林への誘導

群状に部分伐採後に
再造林を実施

帯状に部分伐採後に
再造林を実施

単層林（伐採後に一斉
に植栽した人工林）

樹齢の異なる樹
木で構成される
複層林へ誘導

特に効率的な施業を推進する森林と面的複層伐
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2.5ha以下の伐区を
3グループに分け
15年毎に伐採。

第1グループを伐採

第2グループを伐採

第3グループを伐採

15年

15年

第1グループを伐採
・・・・・

15年



特に効率的な施業を推進する森林と面的複層伐を実施するメリット

林業適地において林齢の平準化が図られる。

→ 将来を見据えて、木材（丸太）を安定的に供給することが可能となる。
→ 花粉の少ないスギ苗木を随時植栽し、花粉発生源対策を着実に実施できる。

１

２
林業適地のため、各種作業の効率化が可能となる。

→ 労働力の確保が難しい中で生産性の向上、作業の省力化に対応できる。

→ 林道整備（改良）の効果向上につながる。

３ 傾斜が緩い林地において森林整備を実施するため、林地保全上の問題が生じ
にくい。

特に効率的な施業を推進する森林と面的複層伐
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協定による特定苗木の確保に向けて

穂木の提供による特定苗木の需給協定

《ねらい》

○ 花粉の少ない苗木の活用目標（９割）を早期に達成するとともに、育林作業の省
力化にも資する特定苗木の導入を加速化する（現状約４割）

○ 民有林向けの需要に影響を与えずに苗木を確保できるよう、「挿し木」文化であ
る九州の特色を活かして、国有林の造林地（特定苗木を植栽）を採取源指定し「山
取り採穂園」として活用
（なお、当該穂木から育苗した苗木（の一部）は、協定に基づき国有林で植栽。）

○ このことを通じて、①特定苗木の導入率を向上させるとともに、②採穂園を持た
ない（又は造成途上の）苗木生産者が、在来型の品種から、（品種系統が明確な）
特定苗木の生産への転換を後押し

九州局におけるスギ苗木の植栽実績（R5）

コンテナ苗 裸苗 計

花粉の少ない品種 ７９０ ５４５ １，３３６ 

うち、特定苗木 ３９３ ２６３ ６５５

その他 ３０４ １１２ ４１７

計 １，０９４ ６５７ １，７５２

（単位：千本。四捨五入により計は一致しない。）

７６％

３７％
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取組の概要

協定による特定苗木の確保に向けて

《協定の内容等》

①増産に必要となる品種系統の明らかな採穂源※を国有林が提供。
※ 低コストモデル実証団地Ⅾゾーンに植栽している県姶良20号（特定母樹）を採穂源と
し、穂木は副産物として熊本南部署において販売する。
なお、必要に応じ植栽木の断幹処理も協議により認めることとし、複数年活用できる採

穂木として仕立てるものとする。

②協定者は①の穂を育苗し、国有林向けの苗として出荷。
※ 植栽業務を請け負った事業体において、植栽用苗として協定者から購入する。

③公募の区画割は３区画とし、生産者の参画を促進。

0 50[m]

３号物件
0.23 ha
460本

２号物件
0.43 ha
660本

１号物件
0.29 ha
510本

オルソ画像（R6.8.2撮影）＜採穂源について＞

※熊本県が10月８日に「指定採取源」として登録。

H29.9
撮影

D ゾーン

・将来に向けた特定母樹の採穂
用のゾーンとして設定し、H29
に植栽。
・現地は、花粉の少ない苗木
（県姶良20号）の1品種で構成さ
れ、作業道とシカネットで区域
を明らかにして系統管理。

熊本県人吉市西浦国有林21ろ林小班（熊本南部森林管理署管内）
低コストモデル実証団地 Dゾーン
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協定による特定苗木の確保に向けて

期待される効果／今後の展望

《特定苗木の流通拡大》
○ 特定母樹採穂園の造成スピードの遅
れをカバー
・ 採穂園を持たない／造成中であっても、特定

苗木の生産へとシフトすることが可能に
・ 在来品種の山取り採穂が行われている地域
（熊本県等）における生産品種の転換を後押し

○ 中苗生産に適した品種の育苗の拡大
・ 得苗が良く、施肥することで通常の生産サイ

クル（１年～１年半）でも中苗生産可能な品
種（特定母樹）を積極的に採用

⇒Ｒ7以降、中苗の生産協定へと取組を発展

《造林の省力化》
○ 筋刈、長方形植え（植栽列が減少す
ることで省力効果あり）の浸透に向け
た取組に加え、初期成長に優れた苗木
を積極的に採用することで下刈回数の
削減目標を達成

【低コストモデル実証団地における成果】
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